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○ 糖尿病の発症予防、治療・重症化予防、合併症の治療・重症化予防のそれぞれのステージに重点を置いた取組を進めるとともに、他疾患
で治療中の患者の血糖管理を適切に実施する体制の整備を進める。

○ 診療科間連携及び多職種連携の取組を強化する。
○ 糖尿病未治療者・治療中断者を減少させるための取組を強化する。

診療科間連携

○ かかりつけ医から糖尿病専門医・専門医
療機関への哨戒機順当を踏まえ、診療科間
連携を推進

発症予防・予防と医療の連携

○ 特定健診、特定保健指導、健診後の適切
な受診勧奨及び医療機関受診状況の把握を
引き続き推進

他疾患治療中の血糖管理

○ 周術期や薬物療法、感染症等で入院中の患者の血糖管理を適切に実施する体制の整備

治療中断者の減少・多職種連携

○ 就労支援（両立支援、治療継続支援）や糖尿病
性腎症重症化予防プログラムを引き続き推進

○ 多職種と連携した、外来食事栄養指導、合併症
指導、透析予防指導等の強化

新型コロナウイルス感染症の
経験を踏まえた医療提供体制

○ 感染症流行下等の非常時においても切れ目なく適切な医療を受けられるような体制の整備

正しい知識の普及・啓発

○ 糖尿病・合併症に関する正しい知識について、国
民・患者に分かりやすい情報発信を推進

○ 糖尿病に対するスティグマの払拭
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○ 以下のような体制の整備等を一層推進する観点を踏まえた指針の見直しを行い、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムと多様な精
神疾患等に対応できる医療連携体制の構築を進める。
・ 行政と医療、障害福祉サービス、介護サービス等の顔の見える連携を推進し、精神保健医療福祉上のニーズを有する方が、その意向や
ニーズに応じ、切れ目なくこれらのサービスを利用し、安心してその人らしい地域生活を送ることができるよう、地域における多職種・
多機関が有機的に連携する体制を構築する。

・ 精神障害の特性として、疾病と傷害とが併存しており、その時々の病状が障害の程度に大きく影響するため、医療、障害福祉・介護そ
の他のサービスを切れ目なく受けられる体制を整備する。

現状把握のための指標例について

○ 患者の病状に応じ、医療、障害福祉、介護その他のサービスを切れ目
なく受けられる体制を整備する観点から、以下のように、４つの視点か
ら、それぞれについてストラクチャー・プロセス・アウトカムに関する
指標例を設定する。

基準病床数の算定式について

○ 入院患者の年齢構成の変化等の政策効果以外の要因と、
政策効果の 要因を勘案して、将来の 推計を行うこととする。

［平成26年と29年の患者数から令和２年の患者数を推計する場合のイメージ］

（※）：疾患ごとの診療機能及び拠点機能を含む
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○ 増加する高齢者の救急搬送や、特に配慮を要する救急患者を受け入れるために、地域における救急医療機関の役割を明確化する。
○ 居宅・介護施設の高齢者が、自らの意思に沿った救急医療を受けられるような環境整備を進める。
○ ドクターヘリについては、より効率的な対応ができるような広域連携体制の構築を進める。ドクターカーについては、全国の様々な運行
形態を調査し、地域にとって効果的な活用方法の検討を進める。

○ 新興感染症の発生・まん延時において、感染症対応と通常の救急医療を両立できるような体制を構築する。

救急医療機関の役割等

○ 第二次救急医療機関は高齢者救急をはじめ地域で発生す
る救急患者の初期診療と入院治療を主に担うなど、地域の
救急医療機関の役割を明確化する。

○ 医療機関間で、転院搬送に必要な情報や受け入れ可能な
時間帯、搬送方法等についてあらかじめ共有しておくこと
を通じて、高次の医療機関からの必要な転院搬送を促進す
る。転院搬送を行う場合には、医療機関が所有する搬送用
車両等の活用を進める。

居宅・介護施設の高齢者の救急医療

○ 医療関係者・介護関係者は、地域包括ケアシステムやＡＣＰに関する
議論の場等において、患者の希望する医療について必要な時に確認でき
る方法について検討を進める。

○ 自治体や医療従事者等は、患者や家族が、人生の最終段階においてど
のような医療を望むかについて日頃から話し合うことを促す。
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○ ＤＭＡＴ・ＤＰＡＴ等の派遣や活動の円滑化や、様々な保健医療活動チームの間での多職種連携を推進する。また、ＤＭＡＴ・ＤＰＡＴ
は災害時のみならず、新興感染症のまん延時における活動に対する支援を実施する。

○ 災害時に拠点となる病院、拠点となる病院以外の病院が、その機能や地域における役割に応じた医療の提供を行う体制の構築を進める。
○ 災害拠点病院等における豪雨災害等の被害を軽減するため、地域と連携して止水対策を含む浸水対策を進める。
○ 医療コンテナの災害時における活用を進める。

多職種連携

○ 保健医療福祉調整本部の下、災害医療コーディネーター
や様々な保健医療活動チームと共に訓練を実施し、災害時
におけるそれぞれの必要な役割の確認を推進する。

災害時に拠点となる病院、拠点となる病院以外の病院

○ 都道府県は、平時より災害医療に関する関係者と共に、関係機関の役
割・医療機関間の連携を強化する。

○ 災害時に拠点となる病院以外の病院においては、災害時に自院にいる
患者への診療を継続するために、防災対策を講じ、災害時には災害時に
拠点となる病院と共に、その機能や地域における役割に応じた医療の提
供に努める。

止水対策を含む浸水対策

○ 浸水想定区域 や津波災害警戒区域に所 在する医療 機関は、
風水害が生じた際の被災を軽減するため、浸水対策を推進
する。

○ ＢＣＰの策定は、地域全体での連携・協力が必要である
ため、地域防災計画等のマニュアルとの整合性をとり、地
域の防災状況や連携を考慮し、実効性の高いＢＣＰの策定
を推進する。

医療コンテナの災害時の活用

○ 災害訓練や実災害時において、また、イベント時の事故等への備えに
おいて、医療コンテナを活用し有用性を検証する。

○ 都道府県や医療機関は、災害時の医療提供体制を維持するために医療
コンテナ等を活用し、例えば、仮設診療所の設置や被災した病院施設の
保管等を行うことを推進する。
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○ へき地における医師の確保については、引き続きへき地の医療計画と医師確保計画を連動して進める。
○ へき地における医療人材の効率的な活用や有事対応の観点から、国は自治体におけるオンライン診療を含む遠隔医療の活用について支援
を行う。

○ へき地医療 拠点病院の主 要３事業（へき地への巡回 診療、医師派遣、代 診医派遣）の実績向上に向 けて、巡回 診療 ・代 診医派遣について、
人員不足等地域の実情に応じてオンライン診療の活用が可能であることを示し、へき地の医療の確保を図るための取組を着実に進める。

へき地で勤務する医師の確保

○ へき地医療支援機構は、医師確保計画とへき地の医療計
画を連携させるために、地域枠医師等の派遣を計画する地
域医療支援センターと引き続き緊密な連携や一体化を進め
ることとする。

へき地医療拠点病院の事業

［遠隔医療の活用］
○ 都道府県においてオンライン診療を含む遠隔医療を活用したへき地医
療の 支援を行うよう、へき地の医療 体制構 築に係る指針で示すとともに、
遠隔医療に関する補助金による支援や、好事例の紹介等による技術的支
援を行う。

［主要３事業の評価］
○ オンライン診療を活用して行った巡回診療・代診医派遣についても、
主要３事業の実績に含めることを明確化する。ただし、すべての巡回診
療等をオンライン診療に切り替えるものではなく、人員不足等地域の
実情に応じて、オンライン診療で代用できるものとする。

主要３事業
(年間合計12
回以上実
施）

必須事業
(主要３事業
又は遠隔医
療を年間１
回以上実
施）

（参考）

巡回診療
(年12回以上)

医師派遣
(年12回以上)

代診医派遣
(年12回以上)

遠隔医療
(年1回以上)

実施施設数 221(65.8％) 302(89.9％) 75(22.3％) 121(36.0％) 51(15.2％) 115(34.2％)

未実施施設数 115(34.2％) 34(10.1％) 261(77.7％) 215(64.0％) 285(84.8％) 221(65.8％)

合計 336
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○ 周産期医療の質の向上と安全性の確保のため、周産期医療に携わる医師の勤務環境の改善を進めつつ、必要に応じて周産期医療圏の柔軟
な設定を行い、医療機関・機能の集約化・重点化を進める。

○ 保健・福祉分野の支援や小児医療との連携を含む周産期に関わる幅広い課題の検討に専門人材等も参画し、周産期医療に関する協議会を
活用する。

○ ハイリスク妊産婦への対応や、医療的ケア児の在宅ケアへの移行支援など、周産期医療体制の整備を進める。
○ 新興感染症の発生・まん延時に備えた周産期医療体制を整備する。

周産期医療の集約化・重点化

○ 基幹施設を中心とした医療機関・機能の集約化・重点化を進める。ハ
イリスクではない分娩は、その他の産科医療機関で取り扱うことや、分
娩を取り扱わない医療機関において妊婦健診や産前・産後のケアやオー
プンシステム・セミオープンシステム等を実施することを検討するとと
もに、産科医師から助産師へのタスクシフト／シェア等を進める。

ハイリスク妊産婦への対応

○ ＮＩＣＵや専門医などの機能や人材の集約化・重点化
などを通じて、総合周産期母子医療センターを中心とし
て、周産期医療に精通した医療従事者育成を含めて、母
体又は児の リス クが 高い妊婦に対応する 体制を構築する。

○ 集約化・重点化により分娩施設までのアクセスが悪化
した地域に居住する妊産婦に対して、地域の実情に応じ
て対策を検討する。

周産期医療に関する協議会

○ 医師の他、助産師等看護職を含むことを基本とし、妊婦のメンタルヘ
ルスケアに携わる人材や消防関係者、さらに、地域の実情に応じて、歯
科医師、薬剤師、保健師等 必要な職種その他の関係 者の参画を検討する。

○ 社会的ハイリスク妊産婦への対応として、周産期医療に関する協議会
等を通じて、市町村が行う保健・福祉等の支援等の情報共有を図り、支
援につなげる。

在宅ケアへの移行支援

○ 周産期医療関連施設は、ＮＩＣＵ長期入院児等が自宅
に退院する前に、当該施設の一般病棟や地域の医療施設
への移動等の段階を経ることにより、医療的ケア児の生
活の場における療養・療育への円滑な移行を支援する。

産科区域の特定

○ 分娩を取り扱う医療機関は、母子の心身の安定・安全
の確保等を図る観点から、産科区域の特定などの対応を
講ずることが望ましい中、当該医療機関の実情を踏まえ
た適切な対応を推進する。
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